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原　著

１．緒言
　わが国では1972年に「難病対策要綱」が策定され，
①調査研究の推進，②医療施設等の整備，③医療費
の自己負担の軽減，④地域における保健医療福祉の
充実・連携，⑤ QOL の向上を目指した福祉施策の
推進を5本柱とし，難病患者の療養に対する支援策
が講じられてきた．また，2015年1月1日に施行され
た「難病の患者に対する医療等に関する法律」（以下，
難病法）では，地域における難病患者とその家族へ
の支援や相談，その体制整備が謳われた療養生活環
境整備事業が盛り込まれ，在宅を基盤とした療養環
境の整備が推進されている1）．
　難病法に定められている指定難病のなかでも，
パーキンソン病（Parkinson’s disease，以下 PD）

はその有病者数が突出して多く，平成29年の患者調
査においては16万人超の患者数が報告されている2）．
PD は運動症状を主症状としながらも，自律神経症
状や精神症状を含む非運動症状に至るまで多様な臨
床症状を呈することから，療養生活における苦悩が
多数報告されている疾患である3-7）．一方，患者の療
養を支え，疾患管理も担う主介護者は，患者の苦悩
を共にする存在であり，その介護過程から多くのス
トレスに曝露されていることが指摘されている4-7）．「病
状の重症化や症状変動の頻出に対応する高度な介護
行為の要請」や「長期にわたる介護や疾患管理」な
どの介護に関する負担の高まりは，主介護者に大き
な身体的・精神的負荷を掛け，PD 患者の介護・療
養支援の継続に対する意向を低下させることが臨床

パーキンソン病患者の主介護者を対象とした
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要　　　約

　本研究は，パーキンソン病（Parkinson’s disease，以下 PD）患者の主介護者の介護および療養継
続の断念につながる対処意向である介護継続困難感とその関連要因について明らかにすることを目
的として行った．在宅 PD 患者の主介護者492名を対象に，記名自記式質問紙ならびに診療録からの
診療情報の抽出を行った．解析には各項目に欠損値のない252名の資料を使用し，主介護者の介護継
続困難感を従属変数，PD 患者の属性や心身機能の状態，介護環境等を独立変数とし，重回帰分析な
らびに CATDAP（Categorical Data Analysis Program Package）を用いて分析を行った．その結
果，主介護者における介護継続困難感の関連要因として，経済的困窮，介護者による服薬管理，ヤー
ル重症度，MMSE（Mini-Mental State Examination）の4項目が抽出された．さらに，関連要因の
最適な組合せ予測においてヤール重症度と介護者による服薬管理の組合せにおける AIC（Akaike’s 
Information Criterion）が -43.48と最も低値であった．最適な組合せとなったヤール重症度と介護者
による服薬管理の最適なカテゴリ区分はそれぞれ2区分であり，ヤール重症度が2度以下で介護者が服
薬管理をしていない場合，約9割の介護者の介護継続困難感が「無」という結果であった．一方，ヤー
ル重症度が3度以上で介護者が服薬管理を一部でもしている場合，約6割の介護者の介護継続困難感が
「有」という結果であった．PD 患者の在宅介護支援において，重症度や症状への着目はもとより，
主介護者が担う介護行為，とりわけ服薬管理への介助の程度に留意することが介護継続において重要
となることが示唆された．
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現場においても垣間見られている．このような主介
護者を取り巻く介護環境，被介護者の心身状況，ま
たそれら介護行為から生じる負担の高まりが，介護
継続意向の低下に関連することは要介護高齢者の介
護者研究8,9）などでは実証されてきており，この視点
に立った研究の蓄積は有意義であると考える．
　医療経済研究機構は，実際に特別養護老人ホーム
への入所申込を行っている一般高齢者の家族・介護
者の状況について，その6割以上において介護者自
身の高齢や有病，また就労や育児等への対応などを
併有しているなどの在宅介護における課題を有し，
介護継続に対する主観的困難を示していることを報
告し，また将来の生活を見通した際に，在宅介護の
継続を困難に感じるとした回答が46.2％に及んでい
ることを報告している10）．これを考慮すると，主介
護者が在宅介護の継続に対する主観的困難を有する
ことが，特別養護老人ホームの入所申込という具体
的対処行動として，少なからず関与していることが
推察される．しかし，受け入れ側の施設を対象とし
た調査10）によると，回答した特別養護老人ホームの
大半が代替栄養法やその管理，喀痰吸引といった医
療的処置への対応が困難であると回答している．
PD は進行期に至っては，症状・障害の重度化によ
り経管栄養などの代替栄養法や喀痰吸引などの医療
的処置を要する症例が多く，医療経済研究機構によ
る報告を勘案すると，そのニーズに応需しきれない
実態が推察される．さらに，庭田ら11）は介護保険施
設における薬剤費に関する研究において，介護療養
型医療施設（2017年度末設置期限，2023年度末経過
措置期限）および介護老人保健施設では，医療ニー
ズを想定しているにもかかわらず，薬剤費の包括化
により処方量が制限を受けている実態を報告してい
る．同様に，介護療養型医療施設の後継として医療
機能と生活施設機能を併せ持つ性格として2018年に
新たに法定化された介護医療院においても，薬剤費
は包括化されており，庭田らが指摘した実態は存在
すると考えられる．なかでも，薬剤費を高額化する
要因として PD（抗 PD 治療薬）が具体例として挙
げられるなど，治療の継続という観点からも PD 患
者が施設を利用することの困難性がうかがえる．こ
れらの実態を踏まえ，介護保険施設等の施設ケアの
枠組みにおいては，PD 患者の治療の継続性や医療
的処置を含むケアの安定性という疾患療養の観点か
ら，その療養環境や治療方法の選択性の自由度や可
能性という側面で制限を受けざるを得ないことが推
察される．現行において医療的側面からの安定・安
全が保障し得ない実態に対しては，中長期的な政策
や医療供給システム等の是正についても検討と模索

が期待される．一方で，現時点での PD 患者にとっ
ての喫緊課題として，「施設入所という選択肢」が
療養場所やケア内容を含む療養方法に対する選択性
の自由を十分には保障し難い事象であるならば，在
宅介護を想定した現行の枠組みにおいては，施設と
いう転帰に至る前段階にあたる主介護者の介護継続
の断念につながる対処意向（以下，介護継続困難感）
への着目は極めて重要であるといえる．
　そこで，本研究では PD 患者の在宅における療養
環境の安定的維持に向けた支援を見据えるととも
に，その主介護者の介護環境整備ならびに介護支援
の指標を得ることを目的に，主介護者の介護継続困
難感とその関連要因について明らかにすることとし
た．

２．方法
２．１　調査対象および調査方法
　調査対象者は，A 病院神経内科外来へ通院する
PD 患者の主介護者492名とした．調査は，記名自
記式の質問紙を用い，受診時に質問紙を手渡し，患
者本人および主介護者に研究実施者が研究趣旨等を
説明し，主介護者へ回答を求めた．また患者の病状
等の医療情報については別途診療録より抽出し，
追って調査票と照合する方法を採った．調査期間は
2012年6月から同年12月であった．なお，本調査で
得られた回答は，既に主介護者が認知する介護負
担感に焦点化した研究報告12）において使用している
が，本研究とは異なる研究目的および研究モデルに
て実施しており，本研究は当該研究12）と独立した研
究となっている．
２．２　調査内容
　調査内容は，主介護者に関する項目は主介護者属
性（性別，年齢），患者との続柄，就労の有無，副
介護者（介護代替者）の有無，主介護者からみた副
介護者の続柄，経済的困窮の有無，服薬管理†1）状況，
介護継続困難感で構成した．PD 患者に関する項目
は患者属性（性別，年齢），罹病期間，Hoehn-Yahr
重症度分類†2）（以下，ヤール重症度），Mini-Mental 
State Examination†3）（以下，MMSE），精神症状（抑
うつ症状の有無，幻覚症状の有無），服用薬剤の数量，
家庭医（かかりつけ医）の有無で構成した．
　主介護者項目の服薬管理状況については，「全管
理：2点」，「一部管理：1点」，「非管理：0点」で回
答を求めた．経済的困窮の有無は，医療と介護によ
る預貯金の減少という視点から，「あり：1点」，「な
し：0点」で回答を求めた．主介護者の介護継続困
難感については，竹本ら13）が血液透析患者の家族を
対象とした研究で用いた療養継続困難感の項目を参
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考に，「できるなら，病院などの施設で療養の世話
をしてほしいと思うことがありますか」といった項
目を設定し，回答は，「全くない：0点」，「たまにあ
る：1点」，「ときどきある：2点」，「しばしばある：
3点」，「いつもある：4点」の5件法で求めた．
２．３　解析方法
　統計解析には，回収された341名分の調査票のう
ち，PD 患者と同居している主介護者で，各調査項
目に欠損値を有さない252名（有効回答率51.2％）
の資料を用いた．
　統計解析に先立ち，まず主介護者の介護継続困難
感の回答のうち，「全くない」の回答を介護継続困
難感が「無し」とし，「たまにある」～「いつもある」
の回答を介護継続困難感が「有り」と置き換えた．
そのうえで，主介護者の介護継続困難感の規定要因
を明らかにするために，主介護者の属性や経済的困
窮，服薬管理状況，また PD 患者の属性や心身機能
の状態を独立変数とし，主介護者の介護継続困難感
を従属変数としたステップワイズ法による重回帰分
析を用いて検討した．なお，各独立変数間の多重共
線性の確認についてはVIF 値を算出し確認した．
　さらに，主介護者の介護継続困難感に関連する要
因について，最も関連性の強い独立変数の最適な
組み合わせを検証することを目的に，介護継続困
難感を従属変数，基本属性等を独立変数とし，両
者の関連性について，CATDAP（Categorical Data 
Analysis Program Package）を用いて解析した．
CATDAP とは，カテゴリカルデータである従属変
数に対して，最も関連性の強い独立変数を，AIC
（Akaike’s Information Criterion：赤池の情報量規
準）を参考に，説明変数の最適な組み合わせとカテ
ゴリ区分を自動的に検出するものである．AIC の
値は，従属変数に対する独立変数の情報量を表し，
値が小さいほどその情報量が大きいことを示し，
独立変数の関連性が高いと考えられる．また，AIC
の値が負の場合は，独立変数と従属変数との関連が
独立でないことを示している14,15）．
　以上の解析には，統計ソフト「IBM SPSS 19 J 
for Windows」ならびに「CATDAP-02」を用いた．
２．４　倫理的配慮
　本調査は記名自記式の質問紙を用い，また患者の
疾患および病状に関する医療情報を別途診療録より
抽出し，追って調査票と照合する方法を採った．そ
のため倫理的観点より患者本人および主介護者に対
し研究実施者が直接対面し，研究趣旨等を説明した
上で，調査参加への同意書を交わし，調査の承諾を
得る形式を採った．
　なお，本研究は，A 病院倫理委員会（2012年4月

26日開催・承認）ならびに岡山県立大学倫理委員会
（承認番号：239）の承認を得て実施した．

３．結果
３．１　分析対象者の属性分布
　PD 患者および主介護者の属性分布は表1に示
すとおりであった．主介護者の性別は，男性86名
（34.1％），女性166名（65.9％）であり，平均年齢
は65.6歳（標準偏差；11.5，範囲28-86）であった．
PD 患者との続柄は，配偶者が188名（74.6％）と
最も多く，次いで子が55名（21.8%）であった．
主介護者の就労の有無は，「あり」との回答が95名
（37.7％）であった．介護代替者の有無に関しては，
「あり」と回答した人が110名（43.7％）であった．
主介護者からみた介護代替者の続柄は，子が67名
（60.9％）と最も多く，次いで配偶者が22名（20.0％）
であった．経済的困窮については，「あり」と回答
した人が102名（40.5％）であった．主介護者によ
る患者の服用薬剤の管理状況については，「すべて
管理している」と回答した人が98名（38.9％），「一
部を管理している」と回答した人が46名（18.3％），
「まったく管理していない」と回答した人が108名
（42.9％）となっており，主介護者のうち約6割が，
患者の服用薬剤管理に関与していた．
　PD 患者の性別は，男性127名（50.4％），女性125
名（49.6％）であり，平均年齢は73.7歳（標準偏差；7.5，
範囲；53-93）であった．PD 治療のための専門医療
機関以外に家庭医を有していた人は175名（69.4％）
であった．PD の診断後期間である罹病期間は，平
均54.8ヵ月（標準偏差；52.4，範囲；1-295ヵ月）で
あった．服用薬剤の数量については，平均6.9種類（標
準偏差；4.2，範囲；0-21種類）であった．PD の重
症度を表す Hoehn-Yahr 重症度分類（以下，ヤール
重症度）では，StageⅠが10名（4.0％），StageⅡが
109名（43.3％），最重度の StageⅤは17名（6.7％）
であり，重症度としては軽度の患者の割合が高かっ
た．MMSEは，平均24.6点（標準偏差；5.9，範囲；
0-30）であった．精神症状については，抑うつ症状
を有していた人が28名（11.1％），幻覚症状を有し
ていた人が55名（21.8％）であった．
３．２　�主介護者における介護継続困難感の関連要

因の検討
３. ２. １　�重回帰分析を用いた関連要因の探索的検

討
　主介護者の属性および経済的困窮，服薬管理状況，
また PD 患者の属性や心身機能の状態を独立変数と
し，主介護者の介護継続困難感を従属変数とした重
回帰分析（ステップワイズ法）の結果は，表2のと
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おりであった．主介護者の介護継続困難感と関連が
認められた要因は，経済的困窮（標準偏回帰係数＝
0.168），介護者による服薬管理（標準偏回帰係数＝
0.123），ヤール重症度（標準偏回帰係数＝0.211），
MMSE（標準偏回帰係数＝ -0.152）の4項目であり，
自由度調整済み寄与率は0.193であった．なお，各
変数のVIF値は1.097－1.421とすべて2未満であり，
多重共線性は生じていないものとみなした．
３．２．２　�CATDAP を用いた関連要因の最適な組

み合わせの検討
　主介護者の介護継続困難感に対する最も関連性の
強い独立変数の最適な組み合わせを検証するため，

CATDAPを用いて分析した結果，「ヤール重症度」
と「介護者による服薬管理」の組み合わせにおける
AIC が -43.48と最も低値であった（表3）．最適な組
み合わせであった「ヤール重症度」と「介護者によ
る服薬管理」の最適なカテゴリ区分は，「ヤール重
症度」が【ヤール1～2度】と【ヤール3～5度】の2
区分，「介護者による服薬管理」が【管理していない】
と【一部管理～全管理】の2区分であった．「ヤール
重症度」が2度以下，且つ「介護者による服薬管理」
を行っていない場合，約9割におよぶ割合で主介護
者の介護継続困難感は「無し」という結果であった．
「ヤール重症度」が2度以下，且つ「介護者による

表１　集計対象者の属性分布
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服薬管理」が一部または全部を管理している場合は
約7割の主介護者が介護継続困難感は「無し」であっ
た．また「ヤール重症度」が3以上，且つ「介護者
による服薬管理」を行っていない場合，約6割の主

介護者において介護継続困難感が「無し」という結
果が得られた．そして，「ヤール重症度」が3以上，
且つ「介護者による服薬管理」を一部でも行ってい
る場合，主介護者の介護継続困難感は6割を超えて

表２　主介護者の介護継続困難感の関連要因

表３　CATDAPの最適な組み合わせ予測
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「有り」という結果であった（表4）．

４．考察
　本研究は，PD 患者の在宅における療養環境の安
定的維持に向けた支援を見据えるとともに，その主
介護者の介護環境整備ならびに介護支援の指標を得
ることをねらいに，主介護者の介護および療養継続
の断念につながる対処意向である介護継続困難感と
その関連要因について明らかにすることを目的とし
て行った．
　近年，在宅医療ならびに在宅介護の体制整備が政
策的にも推進され，医療・介護サービスの供給シス
テムが地域を主体として形成・強化されている．難
病医療においても入院を主体とした支援体制から在
宅医療・療養環境の充実という観点での動向がうか
がわれ，今後さらなる推進が予想される．加えて，
PD の進行期に至ってはその障害の重度化と医療的
処置の出現，また高額な薬剤費など，介護施設での
入所療養では応需しきれない疾患特有ともいえる実
態が存在し，その補完機能として家族介護者が在宅
療養を支えているという状況が垣間見える．このよ
うな情勢を踏まえ，PD 患者の在宅生活の維持安定
を図ることはもとより，在宅療養の破綻を招かぬよ
う，その支援を担う医療福祉専門職が主介護者の介
護および療養継続に対する意向を適切に評価する視
点は重要である．本研究は，その主介護者の実態と
療養継続に関わる心理的様相を明らかにしたもので
ある．
４．１　主介護者の介護継続困難感に関連する要因
　本研究の結果，主介護者における介護継続困難感
の関連要因として，「経済的困窮」，「介護者による
服薬管理」，「ヤール重症度」，「MMSE」の4項目が
抽出された．
　経済的困窮は，その困窮状況を有していることが
介護継続困難感を高め，在宅での療養継続に対する
主介護者の否定的な認知に至る一因であることが明
らかとなった．世帯の経済状況と在宅療養継続との

関係性について，東京大学高齢社会総合研究機構が
行った調査16）によると，所得が低いほど施設入所に
至りやすいことを報告しており，経済状況が不良で
ある場合においては在宅療養を継続することが困難
である傾向を指摘している．また秋山ら17）は，医療
保険と介護保険のパネルデータを活用し，要介護認
定高齢者の介護保険施設および居住系施設への入所
要因を分析した結果，所得状況が低いほど施設入所
を選択している実態を明らかにしている．具体的に
は，介護保険料の徴収額を参考に所得状況をカテゴ
リー化し，所得高群に比して所得中群は2.5倍，所
得低群は1.7倍の確率で施設入所に至っている．こ
れらを勘案すると，経済状況の不良・不安定さは在
宅療養の継続を困難にする要因として捉えることが
でき，本研究結果と符合する．一方で，主介護者の
介護継続の意向を低下させる要因として，心身にか
かる介護負担感の増大が先行研究8,9）でも指摘されて
いるが，PD 患者の主介護者を対象とした研究のな
かで，その介護負担感を高める一因に経済状況が挙
げられている12）．以上を鑑みて，経済的困窮につい
ては，その当該世帯の所得状況が不良であるほど施
設入所に至りやすい傾向や可能性があることがうか
がえ，その前段として主介護者の介護継続に対する
困難感の高まりが生じているものと推察される．た
だし，介護継続意向の低下を規定する介護負担感と
経済状況の関連が指摘される実態もあり，経済的困
窮が直接的に介護継続に対する困難感を高め，その
意向を低下させている関係性を断定するには，さら
なる精緻な調査と分析が求められると考える．
　次いで，主介護者による服薬管理については，本
研究の調査対象となった PD 患者の服用薬剤の平均
数量が6.9種類となっており，最大値で21の回答を
得ている．PD はその治療法の中心が薬物療法であ
り，とりわけ抗 PD 治療薬の種類は多く，多剤併用
療法が主流とされている．さらに，服用が長期に
及ぶことでウェアリング・オフ現象やオン・オフ現
象，不随意運動といった運動合併症を引き起こす可

表４　パーキンソン病患者の主介護者における介護継続困難感の関連要因の検討
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能性などから，服用薬剤の種類のみならず，服用方
法や1日の服用回数など厳格且つ細やかな服薬が指
示されることもしばしば見受けられる．本研究の対
象 PD 患者の罹病期間およびヤール重症度を考慮す
ると，比較的進行期に至っている患者が一定の割合
を占めていることから，それら服用薬剤の管理には
より複雑さと厳格さが求められ，その多くが主介護
者に委ねられている可能性が推察される．鈴木ら18）

は，服薬介助に対する介護者の負担の観点から調査
を行い，介護者にとって服薬管理は，認知症による
行動障害への対応や心理的にも体力的にも負荷の大
きい排泄介助や入浴介助に次ぐ負担感であるとの回
答を整理している．具体的には，服薬介助の頻度や
具体的な介助行為そのものも負担を高める要因とし
て報告されているが，とりわけ「薬剤を管理する」
という行為や状況がより負担を高めていることが指
摘されている．これには服薬管理に伴うコンプライ
アンスの遵守が介護者に依存していることでの心理
的な負担が含まれているものと考えられる．これら
の知見と PD に対する治療の実態を勘案にすると，
本研究結果において服薬管理状況が主介護者の介護
継続困難感を高める要因となったことは妥当な結果
であったといえよう．
　ヤール重症度については，先行研究において介護
継続困難感などの介護継続に関わる対処意向との関
連が検討された報告は見当たらない．しかし，主介
護者の介護負担との関係においては，ヤール重症度
は有力な規定要因として報告されている12,18-20）．石
附ら9）は，要介護高齢者の介護者を対象とした研究
において，介護にかかる家族介護者の主観的な負担
が高まることと在宅介護の継続確率が低下すること
が関連していると報告している．三田寺8）も同様に
介護負担感の高まりは介護継続意向の低下に強い規
定力を示すと指摘している．また，主介護者が介護
行為から受ける身体的負担感が高まることが，在宅
介護の継続性を低下させるとの指摘9）もあり，疾患
重症度が高まるにつれて介助量が増大し，その結果
として主介護者の身体的負担が増大することは想像
に難くない．これら要介護高齢者の先行研究を援用
すると，本研究においてヤール重症度が主介護者の
介護継続困難感に対し有意な関連を認めたことは推
定の余地がある．
　MMSE は，その検査値が低いほど介護継続困難
感が高いことが確認された．認知症の出現について
は，介護継続意向を低下させることが先行研究9,22）

でも指摘されており，PD 患者の主介護者において
も介護継続困難感を高める要因として同様の結果が
得られたと考える．その一方で，従前より，認知機

能と介護関連ストレスとの関係においては，有意な
関連は無いとする報告23-25）も散見される．それらの
報告の多くはBPSDに限局し，関連を指摘している．
武地ら26）は，介護者の心理的ストレスへの影響につ
いて，認知機能のうち特定の領域の低下によっても
左右される可能性があると指摘し，BPSD を含め認
知機能を多角的にとらえる必要性があると説いてい
る．本研究結果についても，MMSE得点のみならず，
認知症を多角的に評価した変数を加えた発展的な研
究へ繋げていくことが今後の課題といえよう．
４．２　�主介護者の介護継続困難感の関連要因の最

適な組み合わせ
　主介護者の介護継続困難感に対する最も関連
性の強い独立変数の最適な組み合わせについて
CATDAP を用いて検証した結果，関連要因のうち
「ヤール重症度」と「介護者による服薬管理」の組
み合わせが，最も強い関連性を示していた．
　ヤール重症度については，病状が進行期に至るほ
ど重症度は増し，それに応じて医療的処置や介助量
の増大が出現する．PD 患者の心身機能の低下は，
多くの先行研究が支持するように，主介護者の介護
関連ストレスを高めることとなり，在宅療養の継続
困難要因として高度に関連するものとして，臨床的
にも重要なアセスメント項目といえよう．一方，主
介護者による服薬管理については，主介護者の介護
継続困難感を従属変数とした重回帰分析においても
関連要因として抽出されたものの，標準偏回帰係数
の値は決して高くない．しかしながら，本研究にお
いてはより臨床的評価指標としての応用可能性を見
据え，関連要因の組み合わせに着目した検討を図っ
ている．その結果，ヤール重症度と主介護者による
服薬管理が併存した場合に，より強い関連を確認し，
主介護者の介護継続困難感を高める要因の組み合わ
せにおける重要な要因として，主介護者による服薬
管理状況への視点を見出した．これにより PD 患者
の主介護者への支援においては，患者の重症度はも
とより，服薬管理への主介護者の関与状況を評価す
ることは極めて重要であり，介護継続に寄与する支
援に通ずるものと示唆される．
　在宅療養継続に対する評価の重要視点となる服薬
管理については，その複雑性・厳格性への支援策と
して，主治医をはじめ関係する医療福祉機関が一体
的な情報共有と対応策の包括性を持つこと，また近
年推進されているかかりつけ薬局等の積極的な活用
など，一包化調剤や分割調剤など包括的な服薬支援
が有用であるとともに，それら活動の普及と啓発も
併せて重要となるものと考えられる．しかしながら，
PD 患者の治療・療養のなかでは，服薬管理が複雑
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注
†1）�服薬管理とは，被介護者であるパーキンソン病患者が服用する内服薬の管理として，用法・用量の管理および服

薬の介助までを含むことを指す．多剤併用療法が用いられるパーキンソン病の治療においては，その内服薬の服
用方法は多様である．

†2）�Hoehn-Yahr 重症度分類とは，パーキンソン病の進行度を示す指標として，運動障害の程度を5段階で分類してい
るものである．症状が身体の片側のみの場合はⅠ度（ヤールⅠ度），両側にみられるとⅡ度（ヤールⅡ度），介助
なしで生活できるレベルのⅢ度（ヤールⅢ度），何らかの介助が必要となるⅣ度（ヤールⅣ度），車椅子あるいはベッ
ド臥床が多くなるレベルのⅤ度（ヤールⅤ度）に分類されている．

†3）�Mini-Mental State Examination とは，認知症のスクリーニングを目的として開発された知能検査であり，世界で
最も広く流布している認知機能検査である．記憶力，計算力，言語力，見当識の程度について11問から構成され
ている．30点を満点とし，21点をカットオフとして設定されている．
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Abstract

　The purpose of this study was to clarify the Intention not to Continue-related factors among primary family 
caregivers of patients with Parkinson’s disease (PD) using the multiple regression analysis and CATDAP (Categorical 
Data Analysis Program Package). The subjects included 492 outpatients with Parkinson’s disease visiting A-Hospital 
and their primary caregivers. A self-administered questionnaire survey was conducted. Patients’ characteristics 
and clinical information were obtained from the medical records. The data obtained from 252 primary caregivers 
were used for this analysis. The results indicated that the following four factors were significantly related to the 
Intention not to Continue: economic difficulties, medication management, Hoehn-Yahr stage, and MMSE (Mini-Mental 
State Examination). In addition, we found a combination of Hoehn-Yahr stage severity and caregiver medication 
management in predicting the optimal combination of related factors. When the number of Hoehn-Yahr stage was 2 
or less and the caregiver did not manage the medication, about 90% of the caregivers did not have Intention not to 
Continue. When the number of Hoehn-Yahr stage was 3 or more and the caregiver was managing the medication, 
about 60% of the caregivers felt that it was Intention not to Continue. In home care support for PD patients, it is 
important to pay attention to medication management by caregivers in addition to paying attention to severity and 
symptoms.
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